
  法人指導監査について，対象数は，２９年度に３法人（市から県へ所管変更等）増加し，１５７法人であった。また，監査の実施率は，社会福祉法人の運営等に特に大きな問題が見られない場合には，平成１９年度から国の社会福祉法人指導監査要綱の改正に伴い２年に１回，その後，２９年度の社会福祉法の改正等に伴い３年に１回実施することとなり，２９年度の実施率は４３％となった。

令和５年度

 実地指導は，1,298事業所・施設を対象に，394事業所等について行い（実施率
30.4％），そのうち186事業所等に対して延べ486件の指摘を行った。
 指摘件数のうち，「運営に関する基準」が全体の約８割を占めているが，その内
訳をみると，「身体拘束等の禁止（111件）」，「内容及び手続の説明及び同意
（62件）」，「非常災害対策（29件）」等の指摘があった。
 また，「介護（訓練等）給付費の算定及び取扱い」に関しては，99件の指摘があ
り，算定誤り等により12事業所に返還を指示した。

 

指定障害福祉サービス事業者等及び
指定障害児通所支援事業者等 実地指導結果

１ 指定障害福祉サービス事業者等の集団指導の結果概要
 毎年度，指定障害福祉サービス事業者等，指定障害児通所支援事業者及び指定障
害児入所施設等の全事業所・施設を対象に，サービス提供等の留意事項，サービス
等に要する費用の請求の内容，制度改正内容及び前年度の実地指導結果の概要など
について，講習等の方法により行っているが，令和５年度については，講習等の形
式によらず，県ホームページに資料を掲載により行った。

２ 指定障害福祉サービス事業者等の指導・監査結果の概要

 指定障害福祉サービス事業者等については，鹿児島県指定障害福祉サービス事業
者等指導・監査実施要領に基づき平成19年度から実地指導を行っているが，平成
24年度から障害児を対象とした事業については，児童福祉法に根拠規定が一本化さ
れ，「障害児通所支援」に再編されたことから，指定障害児通所支援事業者につい
ては，鹿児島県指定障害児通所支援事業者指導・監査実施要領に基づき実地指導を
行っている。指定障害児入所施設等については，鹿児島県指定障害児入所施設等監
査実施要領に基づき，平成27年度から一般監査を行っている。
 また，毎年度，指定障害福祉サービス事業者等に対し，集団指導を行っている。



３ 指定障害児通所支援事業者の指導・監査結果の概要

４ 指定障害児入所施設等の指導・監査結果の概要
一般監査は，10施設を対象に，１施設について行った。（指摘事項及び返還を指示
した施設なし。）

 実地指導は，473事業所を対象に，172事業所について行い（実施率36.4％），
そのうち67事業所に対して延べ219件の指摘を行った。
  指摘件数のうち，「身体拘束等の禁止（39件）」，「内容及び手続の説明及び同
意（32件）」，「サービス提供の記録（16件）」等，運営に関する指摘がみられ
た。
  また，「障害児通所給付費の算定及び取り扱い」に関しては，48件の指摘があ
り，算定誤り等により6事業所等に返還を指示した。
  なお，監査は指導員等給付費の不正受領等の疑いにより，１事業所に対して実施
した。
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５ 実地指導状況

 (1) 指定障害福祉サービス事業者等

 ※ 令和5年度については，新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を十分に行った上で，実
     地による指導等を実施した。
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文書指摘
延べ件数

 ※ 文書指摘内容詳細は，別表５

 (3) 指定障害児入所施設等
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 (2) 指定障害児通所支援事業者
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福祉型障害児入所施設

合   計

合   計

1

保育所等訪問支援事業所5



（別表5）
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